
意見書案第２号 

防災・減災、国土強靱化対策の着実な推進と 

更なる拡充等を求める意見書 

近年、我が国は、豪雨、暴風・波浪、地震などの自然災害の頻発化・激甚化

にさらされている。こうした自然災害に備え、国民の生命・財産を守る「防災・

減災、国土強靱化」は、一層その重要性を増し、喫緊の課題となっている。 

国においては、平成３０年１２月、重要インフラの緊急点検や過去の災害か

ら得られた知見を踏まえ、国土強靱化の加速化・深化を図ることを目的に、「国

土強靱化基本計画」を見直すとともに、特に緊急に実施すべき対策を集中的に

実施することとした「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を閣

議決定し、計画期間の平成３０年度から令和２年度において、本対策に掲げた

目標の達成に向けた施策を講じているところである。 

本市においても、平成３０年９月に発生した北海道胆振東部地震の教訓を踏

まえ、令和元年１２月に「札幌市強靭化計画」を改定し、大規模停電（ブラッ

クアウト）対策や建築物・インフラの強靭化等に重点的に取り組むとしている

ところであるが、真に災害に強いまちづくりを進めるためには、「防災・減災、

国土強靱化のための３か年緊急対策」の期間後においても、国土強靭化等のた

めの取組を継続的かつ強力に推進していく必要がある。 

よって、国においては、下記の措置を講じるよう強く要望する。 

記 

１ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の計画期間後の令和

３年度以降においても、対策の着実な推進と施策の更なる拡充を行うこと。 

２ 地方公共団体が、「国土強靱化地域計画」に基づき実施する対策に必要な

予算を確保すること。 

３ 災害復旧事業や災害関連事業について、予算の確保や補助の対象を追加す

るなどして、地方公共団体への支援の充実を図ること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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